
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 1年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 たんぱぱの会

1 事業の成果
団体設立から21年、居宅介護事業者として 17年目になりました。令和 1年度は日黒区を中心に提供

した従来通りの障害福祉サービスに加え、新たに渋谷区でも事業所を開設、3つの事業を開始しました。

又、介護人不足を解消することを目的に、移動支援従事者養成研修事業も開始しました。利用者からの

ニーズが高い移動支援事業は、自然災害や新型コロナウィルスの影響を受けて実績が不安定でしたが、

すべての事業において、会の体業日を除き、サービス提供自体は大きなトラブルなく実施しており、そ

れぞれの目的を達しています。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に関わる事業 (事業費の総費用 【 207,950 】千円)

定款に記載さ

れた事業名
事業内容 日時 場所

従事

者の

人数

受益対象者の

範囲

受益対象

者人数

支出額

(千円)

障害者総合支

援法に基づく

障害福祉サー

ビス事業

知的障害者及び

児童居宅介護事

業

重度訪問介護事

業

随時 契約者宅 40人

サー ビス提供

の契約 をした

知 的 障 害 者

(児 )

23人 /1ヶ

月

20,429

知的障害者共同

生活援助・介護

事業

随時
目黒区

渋谷区
10人
両区在住の知

的障害者

13人

47、 542

短期入所事業 随時
世田谷区

渋谷区
2人

サー ビス提供

の契約 を した

知 的 障 害 者

(児 )

20 人 /1

ヶ月
6, 439

移動支援事業 随時 関東近県 80人

サー ビス提供

の契約 をした

知 的 障 害 者

(児 )

180 人 /1

ヶ月
102,149

障害者総合支

援法に基づく

一般・特定相

談支援事業

特定相談支援事

業
随時 主に都内 5人

サー ビス提供

の契約 をした

知的障害者

6人/1ヶ

月
20,018



児童福祉法に

基づく障害児

相談支援事業

障害児相談支援

事業
随時

=卜 ´
」しい―

目黒区
4人

サー ビス提供

の契約 を した

知的障害児

4人/1ヶ

月 0

知 的 障 害 者

(児)短期宿

泊援助事業

目黒 区委 託 事

業・ショー トス

ア イ

随時 目黒区 15人

目黒区内在住

の知的障害者

(児 )

1人/1日

6, 505

知 的 障 害者

(児 )自 主事業

制度に基づかな

い介護事業
随時

目黒区

その他
40人

サー ビス提供

の契約 を した

知 的 障 害 者

(児 )

25人/1ヶ

月
3 898

知 的 障 害 者

(児)移動支

援従事者養成

研修事業

移動支援従事者

養成研修を主催
6月 目黒区 5人

都内全域のヘ

ルパー希望者

15人/1回

127

知 的 障 害 者

(児 )地域生活

啓発事業

成人余暇活動

ボランティア活

動、広報紙発行

随時
目黒区

その他
10人

サー ビス提供

区域 内の知的

障害者 (児)と

関係者

300 ノて/1

回
839



2019年 (令和元年)度  活動計算書
2019年 (平成31年)4月 1日 から 2020年 (令和2年)3月 31日 まで

特定非営利活動法人 たんぽぽの会

科
日

Ｈ 額

660,000

333,000

1,016,000

17,600,818

645,064

7,991,550

15,866,955

8,945,669

41,663,654

5,121,296
101,467,558

68,400

45,600
4,980,590

416,100
22,800

17,100

461,072

4 225 250

80,000

579,929
562

1,016,000

203,527,814

6,011,662

993,000

660,491
212 208 967

91,861,9051

5,373,7481

6,879,358‐

842,142

533,150
4,284,000

51,433,174
574,225
15,041,976
724,467

0

177,548,145

331,100

108,600

202,850

12,023,400
76 700

1 受取会費
正会員受取会費

賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金

3 事業収益
居宅介護事業収益

重度訪問介護事業収益

共同生活援助事業収益

短期入所事業収益

移動支援事業収益

障害者総合支援法に基づく
一般・特定相談事業

児童福祉法に基づく障害児相談事業

短期宿泊事業収益

自主事業収益
4 受取補助金等
居宅介護事業補助金

重度訪問介護事業収益

共同生活介護事業補助金

移動支援事業補助金

短期宿泊事業収益

自主事業収益

成人余暇支援事業補助金

5 その他収益
移動支援従事者養成研修

雑収入

受取利息

経常収益計

Ⅱ 経常費用
1 事業費
(1)人件費

給料手当

通勤交通費

処遇改善加算支払

特定処遇改善加算支払

退職金

雑給与

支払介護料

諸謝金

法定福利費

福利厚生費

退職共済掛金

人件費計

(2)その他経費

業務委託費

勤労者掛金

研修費

賃借料
△

収益



特定非営利活動法人 たんぽぽの会

793,098

2,743,640

693,482

394,850

2,259,055

1,095,112

683,630

2,420,159

563,520

463,586

305,412

1,500

434,675

1,600,178

2,940,995

266,784

30,402,326

636 000

636,000

210,000

100,330

283,260

186,962

108,488

19,596

99,440

58,370

3,900

131 255

1,201 601

207,950,471

837,6011

209,788,072

2,420,895

ｎ

）

ｎ

）
ｎ

）

106,499 218

2,420,895

360,900

2,059,995

108,559 213

(2)その他経費

賃借料

会議費

旅費交通費

通信費

事務用品費

水道光熱費

渉外費

雑費

租税公課

減価償却費
その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増加額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

その他経費計

人件費計

旅費交通費

通信費

消耗品費

日用品費

事務用品費

水道光熱費

保険料

備品費

採用費

雑費

修繕費

租税公課

行事費

共益費支払

減価償却費

施設共益費

事業費計

2 管理費
(1)人件費

雑給与



2019年 (令和元年)度  貸借対照表
2020年 (令和2年)3月 31日現在

特定非営利活動法人 たんぽぽの会

日
】

円金

112,566

66,109,308

28,919,119

1,057,500

21,000

16,394,670

372,600

3,418,857

-7,242,297

1,425,000

7,404,880

45 500

96,219,493

21 819 210

118 038 703

6,295,839

1,824,751

458,000

360 900

8 939 490

540 000

540 000

9 479 490

106,499,218

2 059 995

108 559 213

108 559 213

118 038 703

2固定資産
建物付属設備

構築物

器具備品

減価償却累計額

敷   金
退職積立預け金

長期前払費用

Ⅱ 負債の部

1流動負債
未払金

預り金

前受金

未払法人税等

流動負債合計

前期繰越正味財産

当期正味財産増加額

負債及び正味財産合計

流動資産合計

固定資産合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

正味財産合計

資産合計

2固定負債
長期未払金

固定負債合計

資産の部

1流動資産
現金

普通預金

未収金

前払金

貯蔵品



堕廃者ヨ璽進エ

1.重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に

よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準は、最終仕入原価法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法又は旧定率法で償却をしています。

ただし、平成10年4月 1日以後に取得した建物 (付属設備を除く)については旧定額法、平成19年4月 1日 以後に

取得した建物(付属設備を除く)については定額法、平成28年4月 1日 以後に取得した建物付属設備及び構築物

については定額法で償却をしております。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込経理方式によつています。

2.事業別損益の状況

事業別損益の状況は、別紙添付資料の通りです。

3.固定資産の増減内訳

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

建物付属設備

構築物

器具備品

4,362,862

372,600

2,016,481

12,031,808

0

1,523,120

0

0

120,744

16,394,670

372,600

3,418,857

3,922,254

183,066

3,136,977

12,472,416

189,534

281,880

〈
ロ 計 6,751,943 13,554,928 120,744 20,186,127 7,242,297 12,943,830



2019年 (令和元年)度 財産目録
2020年 (令和2年 )3月 31日現在

特定非 たんぽぽの△

96 219 493

112.5661

4,695,6211

29,977,9011

8  18,815,411
1,002,620

109,890

93,819

11,414,046

21,000

28,919,119

1,057,500

16,394,670

372,600

3,418,857

-7,242,297

1,425,000

7,404,880

45 500

21 819 210

118 038 703

6,295,839

1,824,751

458,000

360 900

8 939 490

540 000

9 479 490

108 559 213

540,000

現 金

普通預金 ゆうちょ銀行

みずほ銀行都立大学駅前支店

みずほ銀行祐天寺支店

三菱UFJ銀行学芸大学駅前支店

三井住友銀行学芸大学駅前支店

ゆうちょ銀行郵便振替口座会費ロ

ゆうちょ銀行郵便振替口座給与振込口

棚卸資産 (貯蔵品)

未収金 (介護料3月 分・給付費2・ 3月 分他)

前払金 (家賃他)

流動資産合計

2固定資産
建物付属設備

構築物

器具備品

減価償却累計額

敷 金

退職積立預け金

(東京都社会福祉協議会従事者共済会)

長期前払費用

固定資産合計

Ⅱ 負債の部

1流動負債
未払金 (支払介護料・社会保険料3月 分他 )

預り金 (職員に対する源泉所得税他)

前受金 (生活寮家賃4月 分他)

未払法人税等

流動負債合計

2固定負債
長期末払金

固定負債合計

資産合計

負債合計

1流動資産

正味財産

正味財産合計

I 資産の部



注●別●2010年 (令和元年,凛 特定非

""后
□嵐人たんぼ口0会 ●彙別■奎0松,

層嗜介口事カ 夫口生活饉動●會 層輸入
"■
■ ●■,糞■●● ―崚・|1定僣讀,■ 児■■1■饉に

●づく中,児
相饉■●

饉

“

口泊●● 口
=亭
彙
●●支,■
■■■咸研
●

事彙彙■ ■■●門 合 計
●定書日 層宅介饉 菫菫助間介饉 霰, グル

ープホー
ムけや● 計 灌E燿出入団 0ケ谷

燎

"入
所

訃 絆彙●・池屁 ||ケ● 計
たんぼ:≠の

'相
晨支晨

ほケ谷
相饉支饉

訃

l●常収壺】

正会■●●肛入

●助●■収入

宇付金並入

●助金肛入

助齢 収入 11.“Ю ■ m〕 17.10(, 5■OЮ

240"1,71

“

.1".`45 40,1380 a製
'2.310

0(6.004

菫■収入

`.“

0.5田

晏籠■ 11入

層用料肛入

実菫壺肛入 1600,71 ■00■578
畳口

“

t入 mm, 00((0
■壼瀾■

饉 1■入 15'b0 ,404
:●●収菫計]

`6.0,3●

15

[幹量用]
1人件■

饉

“

手■ l:.,24● 3 , 101.001

■●史晏壼 012αЮ

“

70'40
処■カエ
=払

●躙魯ヨ舶E立よ

■■金 4“,10
饉饉
= =10(11

“

onコ 23,4呻 :50.000 42■∝Ю
i仏,日
"
■7,6“ 01 2024.12, ●71●411 31.“0●コ 1."a,31 238), 5 433.174

麟]● 4,700

壼壼遍瀾
= olo月oa 1.7,a40, 10,421 70": 1'04■0,8

輻瓢■■■

■■事薔●●

人卜彙計 11.74501, 10.5田.20' 4000.7(Ю

`.25よ

040 1■6ユ :45

2その他の■■

菫薔●に■

b労
=●
● 12■00

●し壺

,■■ 210“Ю 122004∞
会●● :103"
■■■■■ 401.221

■00 :1,」 (,4 64603 6724" ■19■012 ,.211 1.203213 4,.233 ●4"| 47,|
躙

“

昌● ,10,3 |!●OЮ 14■33 14453

7.“

“●層月3■ ∝Ю2● 414● 7

水i■●壺 10.∝Ю 0ま)|〕 1.:14,“

饉腱

“

274■ 8

●外●

■贔晏 1274` 1.042● 2“ (順 21“4
■月畳

饉 壺 ,.000 16.4Ю ,2(.06`

薔●■

饉a公■

“

0

i3● 244400 1,0216 4,4176
姜拳●■■ :α 3(10

'021'8|10178 21,●302

歯,■き,
その他の饉■■

饉堂■0‖ 12,44■ 23

“

.2,,“Ю :01』■30 5023,4 10214a01,

“"“
10 207.050147:

饉
"綸
口
`

425L018 -4』 61.410 ■.317.70: -143.510
1.61■751

壼人■●

"2“
300.0,0

出日正暉

"彙
n麟■ 1』 0■

“

0 4121.:,1 ‐4861.410 -7■ 21= ‐

'2'1,2
:44133 ‐207β∞ -2●22.000 024'03 1.40CO田

"0033
‐1(1,63 -220168 2●町0■ 0,01 aol●|“



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 1年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記●した名簿)

生主非営利活動法人 たんぱぱの会

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ア〕以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
y]各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 ・監事

セキヤショウコ 平成31年4 月 1 日

令和2年 3 月31 日

年

年

月

月

日

日関谷 晶子

2
/´ヽ

c)監事
イワサキテイジ 平成31年 4 月  1 日

月31 日令和2年 3

年

年

月

月

日

日岩崎 貞二

3
/′ヽ

(17監
事
シマダイゾウ

嶋 大蔵

平成31年4 月 1 日

令和2年 3 月31 日

年

年

月

月

日

日

4 /理ヨ
ヽイ

監事

:1:./'?\A=1 平成31年 4 月  1 日

月31 日令和2年 3

年

年

月   日

月 日小島 都

5 ・監事

ハヤカワヒデオ 平成31年 4 月  1 日

月31  日令和2年  3

年

年

月

月

日

日早川 秀雄

6
/η
f理事・監事
シ

マルヤマナオミ

丸山 尚美

平成31年 4

令和2年 3

月  1 日

月31 日

午

年

月

月

日

日

7 ・監事

ワタナベジュンコ 平成31年 4 月  1 日

月31 日令和2年 3

年

年

月

月

日

日渡辺 淳子

8 理事 r監事l

じ/

アンラクミツエ 平成31年4 月 1 日

令和2年 3 月31 日

年 月

月

日

日年安榮 美都江

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年・ 月   日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

理

理



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 たんぱぱの会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

関谷 品子

2

岩崎 貞二

3

岸井 泰子

4

小島  都

5

嶋 大蔵

6

早川 秀雄

7

丸山 尚美

8

渡辺 淳子

9

安果 美都江

10

倉橋 由紀子

11

12


